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本手引きの内容は、制度改正等に伴い 

事前の予告なしに変更することがあります。 
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１ 報酬の算定 

（１）報酬の基本的な考え方  

 ①個別支援計画とサービス提供の関係 

・ サービスの提供にあたっては、あらかじめ作成した個別支援計画に基づき、利用者が日常

生活を営むのに必要な援助を行います。 

・ サービス提供責任者は、利用者の意向、適正、障害の特性その他の事情を踏まえた個別支

援計画を作成し、利用者が日常生活を営むのに必要な援助を行わなければなりません。 

・ 提供したサービスの目標の達成度合いや利用者の満足度等について常に評価を行うとと

もに、必要に応じて個別支援計画の見直しを行うなど改善を図らなければなりません。 

・ 個別支援計画を作成した際には、利用者又は家族に対し、個別支援計画の目標や内容等に

ついて理解しやすい方法で説明し、個別支援計画を交付します。 

・ 居宅介護と移動支援を連続して行う場合に、サービス日時、サービスの具体的な内容が明

確に分けられていないケースや、居宅介護の中に移動支援、同行援護を行える計画内容と

なっているケースがあります。他サービスを居宅介護と連続して複数のサービスを提供

する場合は、サービス種別ごとに個別支援計画書とは分けて計画を作成するようにして

ください。 

 

 

 

 

 

②サービス提供の確認 

・ サービス提供の都度、「サービス実施記録」および「サービス提供実績記録票」の記録が

必要です。 

・ 「サービス実施記録」には、提供日、具体的内容、実績時間数、利用者負担額、加算の算

定にあたる支援等を記録し、その記載内容を提示、利用者の確認（押印または自書）を求

めます。 

・ 「サービス提供実績記録票」には、サービス終了後記入を行い、その記載内容を提示、利

用者の確認（押印または自署）を求めます。 

・ 「サービス提供実績記録票」（原本）をもとに、国保連合会へ伝送するサービス提供実績

記録票データを作成します。（国保連伝達用に作成したサービス提供実績記録票データの

印刷帳票に利用者印を求めることはサービス提供の都度、記録し確認を求めるという趣旨

に反するので、不適切です。） 

個別支援計画に基づくサービス提供 

 サービスの提供は、あらかじめサービス提供責任者が作成した個別支援計画に基づい

て、おこなわなければなりません。 
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個別支援計画
↓

サービス予定表 内容に矛盾がなく、全て一致していることが必須です
↓

サービス実施記録 ※
↓

サービス提供実績記録票
↓

請求明細

個別支援計画作成から、請求までの流れ

実際のサービスにおいて、サービスの提供の
在り方に変更があった場合、個別支援計画の
見直しを行わなければなりません。

・ 毎月の「サービス提供実績記録票」（原本）および「サービス実施記録」の提出は不要です

が、必要に応じて内容の確認をさせていただくことがあります。サービスごとに記録・確

認した「サービス提供実績記録票」（原本）および「サービス実施記録」は、5年間事業所

に保管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不適切な記録は無効 

 サービス実施記録、サービス提供実績記録票を後日まとめて作成していません

か？ 

（後日まとめて作成した実施記録、サービス提供実績記録票は無効です。） 

 サービス実施記録が担当ヘルパーとは別の者が記録していませんか？ 

 

 

東京都指定障害福祉サービスの事業等の設備及び運営の基準に関する条例第 155 

（記録の整備） 

第四十二条２ 指定居宅介護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供に関する

記録を整備し、当該記録に係る事象の完結日から五年間保存しなければならない。 

 「完結の日から五年間」とは 

サービス実施日から 5 年間ではなく、サービス利用契約終了日から 5 年間です。

すなわち、利用契約が継続している利用者の記録は、5 年を過ぎても廃棄しては

いけません。 

 必要に応じて提出や提示を求めることがあるので、日頃から整備しておきましょ

う。 
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東京都 HP→《分野から探す》福祉・人権→東京都障害サービス情報→書式ライブラリー→31平成

２３年度集団指導→様式集（居宅編）→06「サービス実施記録」、07「サービス提供実績記録票」 

より 

居宅介護員名 利用者
サービス提供

責任者

サービス実施記録（障害福祉サービス）

利用者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様
確
認
印

サービス日時

□身体介護（　　　時　　　分～　　　時　　　分）　□家事援助（　　　時　　　分～　　　時　　　分）
□通院等介助（身体有・無）（　　　　時　　　　分～　　時　　　分）
□通院等乗降介助（　　　　時　　　　分～　　時　　　分）
□重度訪問介護（　　　　時　　　分　～　　　時　　分）

　　年　　月　　　日（　　）

サービス区分・所要時間

□起床介助 □就寝介助

□服薬介助

□服薬管理 □薬の受け取り

□外出介助

（外出先： ）

■費用負担 円　　　うち 利用者負担額

時　　分～　　時　　分

□食事介助（食事量　　　　）　□水分補給

□更衣介助

□利用者とともに行う家事（掃除・洗濯・調理）

□身体介護（　　　時　　　分～　　　時　　　分）　□家事援助（　　　時　　　分～　　　時　　　分）
□通院等介助（身体有・無）（　　　　時　　　　分～　　時　　　分）
□通院等乗降介助（　　　　時　　　　分～　　時　　　分）
□重度訪問介護（　　　　時　　　分　～　　　時　　分）

　　年　　月　　　日（　　）

通院等介助・通院等乗降介助

□掃除（居室・トイレ・浴室・その他（　　　　））

□生活等に関する相談、助言

家事援助身体介護

□ゴミ出し

（病院、官公署名　　　　　　　　　　　　　　）

□排泄介助（トイレ・おむつ・ポータブルトイレ利用）

□一般的な調理

□買い物（食材・日常品・（　　　　　　））

□入浴介助　（全介助・半介助・シャワー浴）

　□全身浴

　□部分浴（手浴・足浴・洗髪・（　　　　　　　　））

□洗面等（洗面・歯磨き）

重度訪問介護（※上記のチェック欄も使用）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　時　　　　分～　　　　　　時　　　　分）

備考（利用者の状況や連絡事項）

サ
ー

ビ
ス
内
容

□身体介護（　　　時　　分～　　　時　　分）

□身体整容（爪切・耳掃除・髭の手入れ・身だしなみ）

□体位変換　□移乗介助　□移動介助

□常時付添いを必要とする見守り的援助

□清拭（全清拭・上半身・下半身・陰部清浄）

※外出先が複数ある場合は、下記欄に記載すること。

□受診手続き　□薬の受け取り等

□乗車介助（バス・電車・（　　　　　）　）

□降車介助

円

〔内訳〕　　□入館料・入場料　　　　　　　円　　□交通費　　　　　　　円　　□その他　　　　　　　円

■預かり金　　　預かり金　　　　　　　　　　　　円－使用額　　　　　　　　　　円＝　おつり　　　　　　　円

□乗車前介助（外出に関連する身体介護）

□乗車介助（バス、電車、（　　　　　）　）□ベッド回りの片付け

□洗濯（洗濯・取り入れ・収納・アイロンがけ・布団干

し）

□降車介助

□受診手続き　□薬の受け取り等

□院内介助（※原則、算定対象外）

（　　　時　　分～　　　　時　　　分）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ベッドメイク（シーツ交換・布団カバーの交換）

□配膳・準備・後片付け

□衣服の整理　　　□被服の補修

（メニュー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□降車後介助（外出に関連する身体介護）

□コミュニケーション支援

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

様式例 ①居宅介護･重度訪問介護

・利用者の体調、予定サービスをキャンセルした場合の中止理由、加算時の必要な記載、利用者に対する連絡事項等を記載する。２

人介助の場合は別々に用紙を作成する。

平成　　　年　　　月分 居宅介護サービス提供実績記録票
事業所番号支給決定障害者等氏名

（障害児氏名）

事業者及び

その事業所

開始時間

受給者証

番　　　号

終了時間
計画時間数

開始時間

サービス

内容

居宅介護計画

契約支給量

日

付

曜

日 乗降
時間 乗降

時間

サービス提供時間

終了時間

算定時間数

備考

派

遣

人

数

サービス

提供者印

利用者

確認印

計画

時間数計

内訳（適用単価別）

70% 重訪

算定

時間数計100% 90%

居宅における身体介護

通院介護（身体介護を伴う）

通院介護（身体介護を伴わない）

家事援助
合

計

通院等乗降介助

枚枚中

 居宅介護サービス提供実績記録票

 
サービス実施記録（障害福祉サービス）
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③報酬の算定 

・ 報酬は、利用者個人単位、サービス提供月ごとに、支給決定量、契約量の範囲内で請求

します。 

 受給者証に記載された支給決定量を超える請求はできません。 

 受給者証に記入した契約量を超える請求はできません。 

    請求担当者が注意すべきポイント 

     ・受給者証の有効期限内の請求になっていますか？ 

      （例：有効期限が切れた受給者証を見ていませんか？） 

     ・受給者証の内容と請求内容に食い違いがないですか？ 

（例：家事援助の支給決定がないのに家事援助の請求をしていませんか？） 

     ・支給決定量を超えた時間数を契約していませんか？ 

      （他事業所の契約量と合算した合計量にも注意しましょう。） 

     ・受給者証の契約支給量の欄に、契約量を記載していますか？ 

     ・契約終了時には、受給者証の契約欄に終了の記載押印をしていますか？ 

 

・ 報酬は、サービス種別に仕分けした上で、算定コードに当てはめて請求します。 

 身体介護のみの受給者に家事援助のサービス提供や請求はできません。 

 実際には身体介護のみのサービス提供であったものを、身体介護と家事援助に振り

分けるなどしてはいけません。 

・ 単位数表でサービスごとに定められた単位に地域ごとの 1 単位単価を乗じて得た額が報酬

の額となります。 

  利用者 1 人あたりの報酬 

    （1 ヶ月あたり） 
＝ 合計報酬単位数 × 

【障害者の地域区分と１単位単価】 

東京都特別区の 

地域区分単価は以下のとおり 

＊ 東京都特別区の地域区分と１単位単価  

 級地 
居宅介護・重度訪問介護 

同行援護・行動援護 

平成２５年度 特別区→１級地 １０．９０円 

平成２６年度 特別区→１級地 １０・９９円 

平成２７年度 特別区→１級地 １１．０８円 
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・ 報酬額の算定は、下記の基準に基づいて行います。必ずお読みください。 

 報酬告示 留意事項通知 

 

介護給付 

訓練等給付 

 

障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービス及び基

準該当障害福祉サービスに要する

費用の額の算定に関する基準 

（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働

省告示第 523号） 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該

当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について（平成 18

年10月31日障発第1031001号） 

 

④加算の算定 

・ 基本報酬の算定のほかに、各種加算の算定を行います。加算の算定は、あらかじめ都への

届け出が必要な加算とサービス提供の実績に基づいて算定できる加算の２種類があります。 

・ 加算要件に該当しない場合や、減算要件に該当する場合には、いったん支払いを受けてい

ても、不当利益として後日返還を求めることになります。適切な手続きと正確な根拠確認

をしてください。 

 

（２）訪問系サービスの算定について  

①基本的な考え方 

・ 時間帯に応じて、報酬単価が設定されています。 

《時間帯の考え方（行動援護を除く）》 

  早朝（午前６時から午前８時まで） ／ 日中（午前８時から午後６時まで） 

夜間（午後６時から午後１０時まで）／ 深夜（午後１０時から午前６時まで） 

   ※サービスコード表における「未満」という表記は、その時間を含む。 

・ 二人介護について 

 「二人介護」の支給決定されている場合（支給決定者は受給者証に「二人介護」と記載され

ています。）、二人のヘルパーが一人の利用者にサービス提供を行った際には、二人介護分の

報酬を算定することができます。二人介護でのサービス提供を行った場合は、必ず実績記録

票に二人分のサービス提供者印を押印してください。また、請求の際は、二人介護の請求コ

ードを使用します。 
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②居 宅 介 護 

・ 居宅介護における同類型のサービスを 1 日に複数回算定する場合にあっては、概ね２時間

以上の間隔が空いていることとします。前後のサービスの間隔が２時間未満の場合は、前

後の時間を合わせて一連のサービスとして算定します（２時間ルール）。 

・ 身体の状況等により、短時間の間隔で短時間の滞在により複数回の訪問を行わなければな

らないと認められた場合は、前後２時間以内のサービスを別々に算定することができます

（２時間ルールの例外）。各相談係の担当者にご確認ください。 

 

 

 

 

 

・ 提供時間は、３０分単位で構成されています。（家事援助については、４５分以上は１５

分単位の算定になります。）最初の３０分の算定は、２０分以上のサービス提供が必要で

す。サービス開始から３０分以降の算定は、見直しにより１５分以上は切り上げ、１５分

未満は切り捨ての算定 となります。(平成２５年１２月分請求時より適用) 

       ９：００～１０：１５の場合 ⇒ １．５時間の算定 

      １３：００～１５：１０の場合 ⇒   ２時間の算定 

 

・ 家事援助の場合、サービス開始から３０分以降の算定は、１５分ごとの算定となります。 

 例：家事援助のサービス提供時間が、 

       ９：００～１０：０７の場合 ⇒ １時間で算定 

       １３：００～１４：０８の場合 ⇒ １時間１５分で算定 

     (８分以上は切り上げ、８分未満は切り捨てとなります) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例）  ① ９：００－１０：００  １．０時間 身体介護   

    ② １１：３０－１２：３０ １．０時間 身体介護   

上記のサービス提供の場合、①と②の間隔が２時間未満であるため、 

１．０時間×２回ではなく、２．０時間×１回の算定となります。 
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【身体介護の場合】 

・ サービス提供時間が 3時間までは、算定コードが用意されています。 

・ サービス提供時間が 3時間を超える場合は、「増」のコードを使用します。 

 サービス提供時間 算定コード 種類 

（2 ｹﾀ） 

項目 

（4 ｹﾀ） 

時間帯が 

またがらない場合 

８：００～１０：００ 身体日中２．０ １１ １１２３ 

１９：００～２２：００ 身体夜間３．０ １１ １２３５ 

 

時間帯が 

またがる場合 

７：３０～１０：３０ 身体早朝０．５日中２．５ １１ １３７９ 

１４：３０～１９：００ 身体日中３．５ 

身体夜間１．０ 

１１ 

１１ 

１３３５ 

１９３５ 

７：４５～１２：１５ 身体早朝０．５日中２．５ 

身体日中増１．５ 

１１ 

１１ 

１９３５ 

１８３５ 

 

【家事援助の場合】 

・ サービス提供時間が 1.5時間までは、算定コードが用意されています。 

・ サービス提供時間が 1.5時間を超える場合は、「増」のコードを使用します。 

 サービス提供時間 算定コード 種類 

（2 ｹﾀ） 

項目 

（4 ｹﾀ） 

時間帯が 

またがらない場合 

８：００～１０：００ 家事日中２．０ １１ ６１２３ 

１９：００～２２：００ 家事夜間３．０ １１ ６２３５ 

時間帯が 

またがる場合 

１７：３０～１９：３０ 家事日中０．５夜間１．０ 

家事夜間増０．５ 

１１ 

１１ 

６３３１ 

６４８７ 

１６：００～１９：００ 家事日中２．０ 

家事夜間増１．０ 

１１ 

１１ 

６１２３ 

６４９１ 

７：１５～ ９：４５ 家事早朝１．０日中０．５ 

家事日中増１．０ 

１１ 

１１ 

６３２３ 

６３８７ 
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【二人でサービス提供を行った場合】 

二つのサービス提供時間をつなげて、始点から終点までの時間を「基本報酬コード」で、そ

の時間の中で二人のヘルパーが重複してサービス提供を行った時間を「二人報酬コード」で

算定します。 

《考え方》  

Aヘルパーのサービス提供                ←基本報酬コードを適用 

           ９：００        １１：３０ 

  Ｂヘルパーのサービス提供                ←二人報酬コード を適用                        

                  １０：００    １１：００ 

 

 

 

 

 

【減算の場合】 

居宅介護のヘルパーについては、ヘルパー資格２級以上の資格が前提です。それ以外の資格

の者がサービス提供を行った場合、減算コードを使用します。 

 サービス提供時間 算定コード 種類 

（2 ｹﾀ） 

項目 

（4 ｹﾀ） 

ヘルパー資格３級（７０/１００） ８：００～１０：００ 身体日中２．０・３級 １１ １１２５ 

重訪研修修了者（情報の所定単位数） ８：００～１０：００ 身体重度研修日中２．０ １１ ２０２１ 

 

③重 度 訪 問 介 護 

支給決定情報で変更する請求サービスコードについて 

重度訪問介護Ⅰ → １５%加算対象者 （受給者証の記載：著しく重度の者） 

重度訪問介護Ⅱ → ７．５%加算対象者（受給者証の記載：区分６（要介護５） 

重度訪問介護Ⅲ → その他（受給者証の記載：「重度訪問介護」と記載されるのみ） 

・１日複数回のサービス提供時間を通算して算定します。 

 「当該日の最初のサービス提供１時間〈所要時間１時間未満〉」＋「その後３０分毎（所要時間

１時間以上～）」という報酬単価が設定されています。８時間を区切りとして単価設定されて

おり、早朝、夜間及び深夜に提供を行った場合は、それぞれ所定単位数に加算があります。 

サービス提供時間 算定コード 種類（２ケタ） 項目（４ケタ） 

９：００～１１：３０（一人目） 身体日中２．５ １１ ６３２３ 

１０：００～１１：００（二人目） 身体日中１．０・２人 １１ ６３８７ 
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「所要時間 1 時間未満」は概ね４０分以上のサービス提供があった場合の算定となります。1

日に 1回３０分のみの算定はできませんので、計画作成時に気を付けましょう。 

・ 最初の１時間及びその後３０分単位の中で時間帯をまたがる場合、時間帯ごとの時間数（分数）

が同じ場合は、開始時刻が属する時間帯により算定します。 

また最初の１時間までは、開始時刻が属する時間帯における提供時間が３０分未満の場合多

くの時間を占める時間帯の算定基準により算定します。 

同様に、その後３０分単位の中で、開始時刻が属する時間帯における提供時間が１５分未満

の場合、多くの時間を占める時間帯の算定基準により算定します。 

・１日とは０時から２４時までを指すものです。連続したサービスであっても２４時を超えた時

点から翌日のサービス提供として、最初の１時間から改めて算定することとなります。 

例）４月１日の夜２３時～翌日１時までのサービス提供の場合 

  ４月１日２３時～２４時：深夜１．０時間 

  ４月２日  ０時～ １時：深夜１．０時間    と切り分けて算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

≪時間帯の考え方≫ 

最初の１時間 

第１時間帯（ １．５） ・・・  １．０時間以上  １．５時間未満     

（ ２．０） ・・・  １．５時間以上  ２．０時間未満   それぞれに３０分当 

（ ２．５） ・・・  ２．０時間以上  ２．５時間未満   たりの単位数が 

（ ３．０） ・・・  ２．５時間以上  ３．０時間未満   設定されている。 

（ ３．５） ・・・  ３．０時間以上  ３．５時間未満 

（ ４．０） ・・・  ３．５時間以上  ４．０時間未満 

第２時間帯（ ８．０） ・・・  ４．０時間以上  ８．０時間未満   

第３時間帯（１２．０） ・・・  ８．０時間以上 １２．０時間未満  各時間帯における 

第４時間帯（１６．０） ・・・ １２．０時間以上 １６．０時間未満  ３０分当たりの単位 

第５時間帯（２０．０） ・・・ １６．０時間以上 ２０．０時間未満  数が設定されている。 

第６時間帯（２４．０） ・・・ ２０．０時間以上 ２４．０時間未満 



 

- 10 - 

 

【サービス提供の実績から、明細書を作成するまでの流れ】 

例１ 

平成　　年　　月分 重度訪問介護サービス提供実績記録票 様式３－１

1 3 x x x x x x x x

4 水

19:30 1.5 1

1

4 水 18:00 19:30 1.5 18:00

16:00

移動
終了時間

計画時間数

1.517:30

算定時間数 派
遣
人
数

利用者
確認印時間 移動開始時間 終了時間

サービス
提供者印

x
支給決定障害者等氏名

契約支給量

日
付

曜
日

重度訪問介護計画

開始時間
時間

サービス提供時間

x x 江戸川　太郎
事業所番号

（障害児氏名）

事業者及び
その事業所

中央介護サービス
重訪Ⅱ40時間　

x x
受給者証
番　　　号

3 x x x x

備考

1.517:3016:00

 ≪考え方≫ 通算３．０時間 

１６：００～１７：００  最初の１時間  日中１．０ 

１７：００～１７：３０  第１時間帯   日中１．５ 

１８：００～１８：３０          夜間２．０ 

１８：３０～１９：００          夜間２．５ 

１９：００～１９：３０                   夜間３．０ 

平成　　年　　月分 重度訪問介護サービス提供実績記録票 様式３－２

日中

10.5 11.0 11.5 12.0

第3時間帯
8時間以上12時間未満（12.0）

日中 夜間 夜間 夜間

4.0

第2時間帯
4時間以上8時間未満（8.0）

4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0

1時間
未満

1.0

第1時間帯

1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

x x x x
受給者証
番　　　号

1 x x 堺　太郎 事業所番号x x x
支給決定障害者等氏名

（障害児氏名）

日
付

曜
日

サービス提供時間

小計 移動
8.5 9.0 9.5 10.0

4 水

 

 

 

介護給付費・訓練等給付費明細書 

1 1 2 11重訪Ⅱ夜間3.0 3 4 61 2 1 1 2

1 2 12 1 1重訪Ⅱ夜間2.5 3 4 5

1 2 3

1 2 1 1

重訪Ⅱ夜間2.0 3 2 81 2 2

9

1 2 3 1

重訪Ⅱ日中1.5 1 2 8 71

5

1 2 1 9 7

1 1 97 1 1 9 5

給
付
費
明
細
欄

単位数 回数 サービス単位数 摘要

1 2重訪Ⅱ日中1.0 1 2

サービス内容 サービスコード
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例２  

平成　　年　　月分 重度訪問介護サービス提供実績記録票 様式３－１

1.59:458:15

備考
日
付

曜
日

重度訪問介護計画

開始時間
時間

サービス提供時間 算定時間数 派
遣
人
数

利用者
確認印時間 移動開始時間 終了時間

サービス
提供者印

8:15

移動
終了時間

計画時間数

1.59:45 1

5 木 17:50 20:50 3 17:50 20:50 3 1

5 木 21:15 0:15 3 21:15 0:15 3 1

6 金 0:15 1:15 1 0:15 1:15 1

5 木

 

※ ２１：１５～２５：１５まで一連のサービスであっても、２４：１５～２５：１５は翌日の

算定となる。 

≪考え方≫ 通算７．５時間 

８：１５～ ９：１５  最初の１時間  日中１．０ 

９：１５～ ９：４５  第１時間帯    日中１．５ 

 １７：５０～１８：２０          夜間２．０ 

 １８：２０～１８：５０          夜間２．５ 

１８：５０～１９：２０          夜間３．０ 

１９：２０～１９：５０          夜間３．５ 

１９：５０～２０：２０          夜間４．０ 

 ２０：２０～２０：５０  第２時間帯   夜間８．０ 

 ２１：１５～２１：４５          夜間８．０ 

２１：４５～２２：１５          夜間８．０ 

 ２２：１５～２２：４５          深夜８．０ 

  ２２：４５～２３：１５          深夜８．０ 

  ２３：１５～２３：４５          深夜８．０ 

  ２３：４５～２４：１５          深夜８．０ 

平成　　年　　月分 重度訪問介護サービス提供実績記録票

深夜6 金

5 木

1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 12.0

深夜 深夜

日
付

曜
日

サービス提供時間

1時間
未満

1.0

第1時間帯

小計
8.5 9.0 9.5 10.0 10.5 11.0 11.5

第2時間帯
4時間以上8時間未満（8.0）

4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0

第3時間帯
8時間以上12時間未満（12.0）

日中 夜間 夜間 夜間 夜間 夜間 夜間 夜間 夜間 深夜 深夜日中

 

↓ 
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介護給付費・訓練等給付費明細書 

3 1重訪Ⅱ深夜1.0 4 1 7 21

3 7

1 2 1 3 1 2

1 11 3 72 2 11 2重訪Ⅱ深夜8.0 4

3 4 23重訪Ⅱ夜間8.0 3 2 2

2 311 2

1 2 1 1 1 4

134 8 11 2重訪Ⅱ夜間4.0 3

1 2重訪Ⅱ夜間3.5 3 4 7 11

2 1

1 2 1 1 2 1

1 1重訪Ⅱ夜間3.0 3 4 6

1

1 2 1 1 2 1

1 2重訪Ⅱ夜間2.5 3 4 51 2 1 1 2 1 1

1 2 3重訪Ⅱ夜間2.0 3 4 41 2 2 3 1

1

1

9

1

1 2 8

9 511 9

71 2 1 9 7

152 7 1

給
付
費
明
細
欄

単位数 回数 サービス単位数 摘要

1 2重訪Ⅱ日中1.0 1

サービス内容 サービスコード

重訪Ⅱ日中1.5

 

 

【移動介護加算】 

・ 移動介護加算の支給決定障害者について、外出のための身だしなみ等の準備、移動中及び移動

先における確認等含め外出時における移動中の介護を行うと、基本報酬に加えて移動介護加算

を算定することができます。受給者証に決定支給量が記載されています。 

・ 同一事業者が１日に複数回の移動介護を行う場合は、１日分の所要時間を通算して算定します。 

・１日に移動介護が４時間以上実施されるような場合、所要時間３時間以上の場合の単位を適用

します。（移動介護加算の支給量のうち４時間消化したと考えます。） 

※重度訪問介護の支給決定者は移動支援の対象外です。移動については、重度訪問介護での算定

となります。 

加算名 加算内容 消化時間数 単位数 

移動介護加算１ １時間未満 消化は１時間 １００単位 

移動介護加算２ １時間以上１時間３０分未満 消化は 1時間３０分 １２５単位 

移動介護加算３ １時間３０分以上２時間未満 消化は１時間３０分 １５０単位 

移動介護加算４ １時間３０分以上２時間未満 消化は２時間３０分 １７５単位 

移動介護加算５ ２時間３０分以上３時間未満  消化は２時間３０分 ２００単位 

移動介護加算６ ３時間以上 消化は２時間 ２５０単位 

 

④行 動 援 護 

・算定方法 

所要時間３０分単位の単価設定となっています。サービスの性格上、一般的に半日の範囲内にと

どまると想定されていますが、８時間以上サービス提供がある場合は「７時間３０分以上の場合」

の単位を適用します。 
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⑤同 行 援 護 

・ 定期通院の利用については、通院等介護や通院等乗降介助にて支給決定を行います。 

各相談係にご確認ください。 

・ ２６年９月までは同行援護における従業者要件は経過措置が設けられていますが、１０月以降、

事業継続を行っていただくためには資格が必要になりますので、ご注意ください。 

 

 

東京都における同行援護従事者経過措置要件 

 

そ
の
他

居
宅
介
護
従
業
者

介護福祉士 ○

居宅介護員従業者養成研修（１～２級） ○

居宅介護従業者基礎研修 ○（減算あり）

○

東京都重度視覚障害者ガイドヘルパー養成研修
（平成１０～１４年度）

あり
（４時間免除可能）

資格要件
左記の資格をもって平成２
６年９月３０日まで勤務可
能である者（経過措置）

【参考】②の場合
同行援護従業者養成研
修一般課程科目免除

あり
（４時間免除可能）

実務者研修 ○
あり

（４時間免除可能）

あり
（４時間免除可能）

居宅介護員初任者研修 ○
あり

（４時間免除可能）

訪問介護員（１～２級） ○

○ なし

介護職員初任者研修 ○
あり

（４時間免除可能）

みなし証明者 ○（減算あり） なし

視覚障害者移動支援従業者養成研修
（平成２３年１０月１日以降実施）

×
あり

（１６時間免除可能）

東京都視覚障害者移動介護従業者養成研修
（平成１５～１８年度）

○
あり

（１６時間免除可能）

介護職員基礎研修 ○
あり

（４時間免除可能）

訪問介護員（３級）
あり

（４時間免除可能）

あり
（４時間免除可能）

あり
（４時間免除可能）

居宅介護員従業者養成研修（３級） ○（減算あり）

○の方が、経過措置終了後も勤務するには、 

①当該資格に加えて１年以上の実務経験 

②同行援護従業者養成研修の一般課程修了 

③国立リハビリテーション学院視覚障害学科卒業 

のいずれかを満たせばよい。 

※１ 免除科目については、研修事業者により異なりますので、下記ＵＲＬ先の研修事業者へ直接お問い合わせを 

お願いいたします。 

    ＵＲＬ（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/joho/soshiki/seifuku/chiiki/oshirase/kyotaku.html） 

※２ また、上記資格要件の詳細は下記ＵＲＬ先の東京都障害者サービス情報に掲載しておりますのでご参照くださ

い。 

ＵＲＬ（http://www.shougaifukushi.metro.tokyo.jp/Lib/LibDspList.php?catid=005-001） 
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２ 利用者負担額  

（１）利用者負担額の概要 

 ・ 指定障害福祉サービス事業所はサービス提供をした際当支給決定障害者等から利用

者負担額の支払を受けます。原則として費用の１割が利用者の負担になります。た

だし、所得に応じた負担上限額の設定があります。利用者負担額の支払を受けた場

合は、領収証を交付します。 

  ※事業所が利用者に代わり、区市町村から給付費を受領することを、「法定代理受領」

といいます。法定代理受領により区市町村から障害福祉サービスに係る給付費の支

給を受けた場合は、利用者に対しその額を通知しなければなりません。 

  （東京都指定障害福祉サービスの事業等の設備及び運営に関する条例第 155号 

   第二十七条介護給付費の額に関わる通知等） 

平成　　　年　　　月　　　日

様

障害福祉サービス事業所名
　　代表者名 印

 介護給付費等の受領のお知らせ
　　（法定代理受領のお知らせ）

　　      様に提供した下記のサービスに要した費用について、          区市から下記のとおり

利用者様に代わり支払いを受けましたので、お知らせします。

　このお知らせの内容に疑義がある場合は、当事業所もしくは　　      区市にお問い合わせ

下さい。

記

 サービス提供年月 平成　　　　　年　  　　　月

 サービス内容 居宅介護事業

 受　領　日 平成　　　　年　　　　月　　　　日

代理受領金額 金　　　　　      円

サ
ービ

金　　　　　      円
（A）

利用者負担額
代理受領額の内訳 金　　　　　      円

（B）
介
護

金 円
(A) － （B)

※ 別紙（明細書）を添付するか、計算過程を記載してください。

※

該当サービス名を記載

様式例

※又は、平成 年 月 日～平成 年 月 日

利用者、保護者等氏名

 

東京都 HP→《分野から探す》福祉・人権→東京都障害サービス情報→書式ライブラリー→31 平成２３

年度集団指導→様式集（居宅編）→05 「法定代理受領通知」 より 
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・ 利用者負担上限月額は、受給者証に記載されています。定期的にご確認ください。 

・ 利用者負担上限月額は支給決定障害者等の所得に応じて認定されます（下表）。 

世帯区分 対象 上限額 

一般１ 

１８歳以上 
区民税課税世帯の方 

（所得割１６万円未満） 
９，３００円 

１８歳未満 
区民税課税世帯の方 

（所得割２８万円未満） 
４，６００円 

一般２ 
区民税課税世帯で 

上記「一般１」に該当しない方 
３７，２００円 

低所得 区民税非課税世帯の方 ０円 

生活保護 生活保護世帯の方 ０円 

 

・所得を判断する際の世帯の範囲は、以下のとおりです。 

種別 世帯の範囲 

１８歳以上の障害者 

（施設に入所する１８、１９歳を除く） 
障害のある方とその配偶者 

障害児（施設に入所する１８、１９歳を含む） 保護者の属する世帯員全員 

 

（２） 利用者負担上限額管理について 

・ 複数事業所を利用し、一月あたりの利用者負担額が設定された負担上限月額を超過す

る場合に、「どの事業所がいくら利用者から支払を受け、いくら区市町村に請求をする

か」を管理、調整する事務のことです。 

・ 利用する複数事業所のうち、一ヶ所が上限額管理事業者となり、上限額管理事務を行

います。 

・ 上限額管理を行うと、利用者負担上限額管理加算（150 単位/月）を算定することがで

きます。 

・ 管理事業所におけるサービス提供がない月で関係事業所でのサービス提供がある月は、

上限額管理が必要です。それに伴い、「利用者負担上限額管理結果票」の作成が必要と

なり、利用者負担上限額管理加算の算定ができます。 
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・ 管理事業所におけるサービス提供がある月で関係事業所でのサービス提供がない月は、

上限額管理は不要です。それに伴い、「利用者負担上限額管理結果票」の作成は不要と

なり、利用者負担上限額管理加算の算定はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上限額管理事業所の優先順位 

1 
施設入所、療養介護、宿泊型自立訓練、共同生活介護・共同生活援助（体験利

用除く）〔居住系〕 

2 計画相談支援（モニタリングが毎月ごとに設定されている方に限る） 

3 生活介護・就労移行支援・就労継続支援・自立訓練〔日中活動系〕 

4 
重度訪問介護・居宅介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包括支援〔訪問

系〕 

5 短期入所（複数事業所利用の場合は、月の最後に提供した事業所） 

6 
共同生活介護・共同生活援助（体験利用に限る）（複数事業所利用の場合は、月の

最後に提供した事業所） 

※ 同じ順位の場合は、契約量（契約時間数）の多い順に上限額管理事業者となる。 
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（３）利用者負担上限額管理関係様式について 

 ※以下①から③の様式は、東京都の HPからダウンロードできます。 

  東京都→《分野から探す》福祉・人権→東京都障害者サービス情報→書式ライブラリー

→０７実績記録票・基準単価・インターフェース仕様書・利用者負担上限額管理結果票

等→利用者負担上限額管理結果票等→様式１、様式２、様式３ 

 

①利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書の記載における留意点・・・様式１ 

上限額管理事業所所在地及び連絡先

上限額管理事業者及びその事業所の名称

印

（提出先）

様

平成　　　年　　　月　　　日

住　所

電話　　　　　（　　　　）

氏　名

３　この届出書の届出がない場合、利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の指定サービス事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。

　また、利用者負担の上限額管理のために、私にサービスを提供した事業所が上記届出事業所にサー
ビス利用状況等を情報提供することに同意します。

市町村
確認欄

１　この届出書は、利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第、受給者証を添えて、　　　　へ提出してください。

２　利用者負担の上限額管理を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、　　　へ提出してください。

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　上記の者より、平成　　年　　月　　日にあった利用者負担上限額管理の依頼の件につきましては、責任を
持って利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 平成　　年　　　月　　　日

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定障害者等氏名 受給者証番号

フリガナ

生年月日

　　　明・大・昭

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

 

・ 新たに上限額管理の必要性が発生した場合及び上限額管理事業者を変更する場合、各

相談係に「利用者負担上限額管理依頼（変更）届出書」をご提出ください。その際、「管

理（変更）開始月」と「上限額管理事業者の事業所番号」についても、お伝えくださ

い。その届出書に基づいて区の受給者台帳に上限額管理事業者情報が登録されて、請

求が可能となります。 

・ 上限額管理事業者になった際には、受給者証の管理事業者名欄に記載します。 

東京都→《分野から探す》福祉・人権→東京都障害者サービス情報→書式ライブラリー 

→０７実績記録票・基準単価・インターフェース仕様書・利用者負担上限額管理結果票等 

→利用者負担上限額管理結果票等→様式１、様式２、様式３ 
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②利用者負担額一覧表の記載における留意点・・・様式３ 

・ 事業所番号単位で利用者（上限額管理対象者）の上限額管理者ごとに本様式を作成し

て、サービス提供月の翌月３日を目途に上限額管理者に本様式を提供します。 

・ 上限額管理事業所のみで上限に達している場合は作成不要 (上限管理事業者から連

絡すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ Ⓐ提供先には、情報提供を行う、上限額管理事業所名を記載します。 

・ Ⓑ名称には、主たる事業所の名称として届け出た名称を使用します。 

・ Ⓒには、当該上限額管理者へ情報提供する上限額管理対象者情報を記載します。 

・ Ⓓには、提供すべき内容は、明細書単位で調整済み（合計額記載）の①「総費用額」②

「利用者負担額」を記載します。 

※利用者負担額には、「介護給付費・訓練等給付費等明細書」の「上限月額調整」、「Ａ型

減免後利用者負担額」又は「調整後利用者負担額」欄の合計欄に記載された額を記載し

ます。 

・ Ⓔ提供サービスには、明細書請求額集計欄の「サービス種別」欄に記載されたサービス

番号及び名称を記載します。 

 

       ○Ａ 

 

          ○Ｂ  

      ○Ｃ  

       ○Ｄ  

    ○Ｅ  
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③利用者負担上限額管理結果票の記載における留意点・・・様式２ 

1　管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。

2　利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。

3　利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

利用者負担上限額管理結果票

事業所名称

項番

事業所番号

利用者負担上限額管理結果

支 給 決 定 障 害 者 等

氏 名

支 給 決 定 に 係 る

利用者負担額

利用者負担上限月額

障 害 児 氏 名

指定事業所番号市町村番号

受 給 者 証 番 号 管
理
事
業
者

事業所及び
その事業所

の名称

平成 月分年

利

用

者

負

担

額

集

計

・

調

整

欄

利用者負担額

管理結果後利用者負担額

総費用額

事業所名称

総費用額

管理結果後利用者負担額

利

用

者

負

担

額

集

計

・

調

整

欄

項番

事業所番号

合計

上記内容について確認しました。

平成 年 月 日
支給決定障害者等氏名

 
※管理事業者が、管理する事業者に送付します（相手事業者が、国保連の請求に間に合うよ

うに送付）。 
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・利用者負担上限額管理結果  

該当する結果内容（１，２，３）を番号で記載します。 

・ 利用者負担上限額管理結果 

該当する結果内容を番号で記載します。【必須】 

1管理事業所で利用負担額を充当したため他事業所名を記載する。 

２利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。 

３利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。 

・ 事業所名称（利用者負担額・調整欄）  

上限額管理対象者へサービス提供した事業所名を記載します。【必須】 

事業所番号単位で下記の順で左欄より記載します（本順序は、上限額管理者となる優

先順位と同様）。 

①上限額管理事業所 ②日中系サービスを提供した事業所 

③訪問系サービスを提供した事業所 ④短期入所サービス事業所 

・ 支給決定障害者等氏名  

作成後対象者より確認を受けます。【必須】 

・ 利用者負担額・管理結果後利用者負担額 

 管理結果が「１」の場合  

上限額管理事業所は、「総費用額」、「利用者負担額」「管理結果後利用者負担額」

を記載し、関係事業所については、「総費用額」、「利用者負担額」「管理結果後利

用者負担額」は「０」とします。 

 管理結果が「２」の場合 

上限額管理事業所は、「総費用額」、「利用者負担額」「管理結果後利用者負担額」

を記載し、各事業所より提供された「利用者負担額一覧表」の「総費用額」「利

用者負担額」を転記し、「管理結果後利用者負担額」には、各事業所の「利用者

負担額」を記載します。 

 管理結果が「３」の場合 

上限額管理事業所は、「総費用額」、「利用者負担額」「管理結果後利用者負担額」

を記載し、各事業所より提供された「利用者負担額一覧表」の「総費用額」「利

用者負担額」を転記し、「管理結果後利用者負担額」には、利用負担を調整した

結果を記載します。 
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④利用者負担上限管理結果票の記載における留意点 

【管理事業所で利用者負担上限月額に到達し、他事業所へは利用者負担額が生じない例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 管理事業所において、請求明細書単位で利用者負担額を算出した結果、当該事業所での

利用者負担額が負担上限月額に到達した場合 

→管理事業所が提供したサービスについてのみ利用者負担額が生じ、他の事業所が提供

したサービスについては、利用者負担額は生じません。 

・ 上限額管理事業所のみにおいて当該月の利用者負担額が、負担上限月額に到達した場合 

→達した時点において関係事業所に対し、「利用者負担額一覧表」の提出が不要である旨

を通知します。 

・ その他、必要事項を記載して、利用者に確認を求めて、該当事業所へ結果票（写し）を

提供します。 

・ 管理事業所（Ａ事業所）の「総費用額」「利用者負担額」は、上限額管理加算を反映後の

額を記載します。 

・ 負担上限月額「9,300 円」に対して、管理事業所であるＡ事業所の利用者負担額が「9,300

円」で、負担上限月額に到達しているため、他事業所については、利用者負担額が生じませ

ん。 

・ この場合、Ｂ事業所の「総費用額」「利用者負担額」の記載は不要です。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者負担額集計・調整欄                         記入例 

【負担上限月額「9,300 円」の場合】 
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【利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額以下のため、調整事務を必要としない場合】  

  管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上限月額に

達しなかった場合、利用者負担額の調整事務は必要ありません（合算額と負担上限月額が同

額の場合も同様です）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額を超過するため、調整事務が必

要となる場合 

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」 

  

Ｂ事業所 

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」 

Ｂ事業所 

利用者負担額集計・調整欄 

【負担上限月額「9,300 円」の場合】 

その他、必要事項を記載して、利用者

に確認を求めて、該当事業所へ結果票

（写し）を提供します。 

負担上限月額「9,300円」に対して、 

利用者負担額の合算額が「8,402円」であり、 

負担上限月額到達していないため、 

利用者負担額の調整事務は必要ありません。 

提供された利用者負担額一覧表より、 

①「事業所番号」②「事業所名称」 

③「総費用額」④「利用者負担額」を

記載します。 

 

上限額管理加算を反映した額 

管理事業所の「総費用額」「利用者負担額」は上限額管理加算を

反映後の額を記載 

転記 
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【利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額を超過するため、調整事務が必要となる場

合】 

  管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上限月

額を超過した場合で、利用者負担額の調整事務が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」 

 Ｂ事業所 

 

利用者負担額集計・調整欄 

【負担上限月額「9,300 円」の場合】 

利用者負担額の合算額が負担上限月額より高い時は、「管理結果後利用者負担額」

欄を使用して、事業所番号単位で、利用者負担額の調整を行います。 

「管理結果」の「利用者負担額」欄の左より、明細書同様に、利用者負担額を優

先的に充当し、合計額が負担上限額と一致することを確認します。 

負担上限月額「9,300円」に対して利用者負担額 

の合算額が「12,652円」であり、負担上限月額を超

過しているため、利用者負担額の調整事務が必要と

なります。 

上限額管理加算を反映した額 

管理事業所の「総費用額」「利用者負担額」は上限額管理加算を

反映後の額を記載 

その他、必要事項を記載して、利用

者に確認を求めて、該当事業所へ結

果票（写し）を提供します。 
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【関係事業所が複数の場合】 

  関係事業所が複数ある場合には、上限額管理者の優先順序となるサービスを提供してい

る事業所の順に管理結果票に記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上限管理事業者は必ず管理結果票の項番１に記入してください。 

※ 管理している事業者の事業所番号は間違いのないように入力してください。 

 

【上限額管理事業者が当該月に利用実績がないときの上限額管理の例】 

 上限額管理者が日中活動系の事業所等の場合において、支給決定障害者等の一時的な事情に

より、利用実績がない場合であっても、加算の算定の有無に係らず、上限額管理者は、前記

同様の事務処理を行います。 

 

 

 

 

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」 

Ｂ事業所 

 

Ｃ事業所                               

利用者負担額集計・調整欄  （負担上限月額「9,300円」の場合） 

 

 

就労系継続支援Ａ型 居宅介護 

 

居宅介護 短期入所 

管理事業所以外に２事業所（事業所番号単位）からサービスを利用した例 

（負担上限月額「9,300円」の場合） 

管理事業所は「上限額管理加算」分の費用等を記載します。 

※上限額管理加算の対象とならない場合は、「総費用額」「利用者負担額」は「0」を記載 
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⑤請求明細書の記載における留意点 

 管理事業所より、「利用者負担額上限額管理結果票」を受け取った事業所は、管理結果番号

に従って、請求明細書を作成します。 

【管理結果が「１」の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」から

管理者の「事業所番号」「名称」「管理結果番号」を転記し、「管理結果額」欄には「0」を記

載します。 

 

 

 

自治体助成分請求額

特別対策費

2 1 5 0 4 50 6 2 0 9

0

請求額
介護給付費等 1 0 8 8 3 6 1

9 3 00決定利用者負担額 9 3 0 0

9 3 0 0

上限額管理後利用者負担額

0調整後利用者負担額 9 3 0 0

減免後利用者負担額
A型減免

事業者減免額

1 8 6 0 09 3 0 0上限月額調整(①②の内少ない数) 9 3 0 0

03 1 0 6 2利用者負担額② 1 0 8 8

1 0 6 2 0

4 5

１割相当額 1 0 8 8 3

9 2 1 5 06 1 0 6 2 0総費用額 1 0 8 8 3

9 0 円/単位

2 9

単位数単価 1 0 9 0 円/単位 1 0

4 1 9 75 9 7 4給付単位数 9 9 8

合計
サービス利用日数 1 5 日 1 1 日

サービス種類コード 1 1 居宅介護 1 3 行動援護

 

請求額集計欄 （負担上限月額 9,300 円の場合） 

 

利用者負担額一覧表作成前 

までの記載内容 

管理結果票受領後に、記載します。 

管理結果「１」のため、「上限額管理結果後利用者負担額」欄に「0」を記載します。 

「介護給付費等」欄には、「総費用額」から「決定利用者負担額」及び「Ａ型減免事

業者減免額」を控除して得た額を記載します。 
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【管理結果が「２」の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」か

ら管理者の「事業所番号」「名称」「管理結果番号」を転記し、「管理結果額」欄には「利

用者負担額一覧表」に記載した「利用者負担額」を記載します。 

請求額集計欄 （負担上限月額 9,300 円の場合） 

利用者負担額一覧表作成前までの記載内容 

 

管理結果票受領後に、記載します。 

管理結果「２」のため利用者負担額は｢上限月額調整①②の内少ない数｣欄の

合計額と一致するため、「上限額管理後利用者額」及び「決定利用者負担額」

欄は、「上限月額調整」欄の額を転記します。 

「介護給付費等」欄には、「総費用額」から「決定利用者負担額」及び「Ａ型

減免事業者減免額」を控除して得た額を記載します。 

 

自治体助成分請求額

6 1 1

特別対策費

6 1 1 3 7

4 1 7 9

請求額
介護給付費等 3 7

7 9

決定利用者負担額 4 1 7 9

7 9 4 1上限額管理後利用者負担額 4 1

調整後利用者負担額

減免後利用者負担額

9

A型減免
事業者減免額

9 4 1 7上限月額調整(①②の内少ない数) 4 1 7

利用者負担額② 4 1 7 9

9１割相当額 4 1 7

4 1 7 9 0総費用額 4 1 7 9 0

4

単位数単価 1 0 9 0 円/単位

4 3 8 3給付単位数 3 8 3

サービス種類コード 1 3 行動援護
合計

サービス利用日数 5 日
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【管理結果が

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」から管理者

の「事業所番号」「名称」「管理結果番号」を転記し、「管理結果額」欄には「利用者負担額一覧表」

に記載した「利用者負担額」を記載します。 

5 0管理結果後利用者負担額

09 3 0利用者負担額

0 0

2

事業所番号 123456789B

事業所名称

利

用

者

負

担

額

集

計

・

調

整

欄

項番 2

Ｂ事業所

0 0 8 4 0総費用額

利用者負担額一覧表作成前までの

記載内容 

管理結果票受領後に、記載します。 

管理結果「３」のため、「上限額管理結果後利用者負担額」欄の左より、利用

者負担額一覧表作成前と同様に利用者負担額を優先的に充当し、合計額が管

理結果額と合致することを確認します。 

「介護給付費等」欄には、「「総費用額」から「決定利用者負担額」及び「Ａ

型減免事業者減免額」を控除して得た額を記載する。 
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【サービスの利用状況と上限額管理結果票作成の要否】 

 

 
※利用者負担上限月額は全て 9,300円 
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３ 請求事務 

（１） 請求者 とは 

支給決定障害者等と契約を締結し、その契約に基づき支給決定に係るサービスを提供した

指定障害福祉サービス事業者のことを指します。 

 

（２） 請求方法 

事業者は、原則としてサービス提供月ごとにサービス提供月の翌月１０日までに、東京都

国民健康保険団体連合会（国保連）の電子請求受付システムにて電子請求を行います。 

 

 

東京都国民健康保険団体連合会「障害者自立におけるインターネット請求の手引き」より 
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①請求情報の作成・送信（1 日～１０日２４時間可能） 

・事業所等は、支給決定者に対してサービスを行った場合、簡易入力システムに請求情報を

入力し、サービス提供の翌月１０日までにインターネットより国保連合会（電子請求受付

システム）に送信します。 

・他システムで請求情報を作成した場合は、取込送信システムを使用して請求情報を取り込

み、送信します。 

・送信した請求情報の取下げは、請求書のステータスが「到達」となった時点から「受付点

検中（支払等システムが受付点検処理を開始した状態）」の直前まで取下げ可能です。（1 

日～１０日の間） 

・請求受付期間（1 日～１０日）については、電子請求受付システムのステータスが「受付

開始」から「受付締め」の間に、請求の受付が可能です。 

②受付／形式チェック 

・提出された請求情報については、電子請求受付システムで形式チェックを行い、内容にエ

ラーがあれば到達確認画面にエラー表示されます。 

・請求情報を電子請求受付システムにて正常に受付できた場合、到達確認画面に「正常に到

達しました。」と表示されます。また、受付けた請求情報の件数が表示されるため、送信

した請求情報の件数と一致しているか確認しましょう。 

③請求情報の修正・再送信 

・事業所等は、形式チェックでエラーとなった情報の確認を行い、誤りを修正した後、国保

連合会（電子請求受付システム）に再送信（受付期間に間に合わない場合は、翌月送信）

します。 

④受付点検・資格点検・支給量管理 

・ 国保連合会は受付点検・資格点検・支給量管理を行い、区市町村審査用資料情報および、

点検済情報を作成し、区市町村へ送信します。 

⑤審査 

・ 区市町村は審査を行い、審査結果を国保連合会に送信します。 

⑥返戻処理 

・ 区市町村の審査結果資料情報により、返戻が発生した場合、事業所等へ返戻通知情報を送

信します。 
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国保連は、区市町村から送付された受給者情報と事業所から送付された請求情報を点検しま

す。二つの情報を照らし合わせ、矛盾が無いか受付・資格・支給量点検等を行います。その点

検結果を「正常」「警告」「エラー」の 3つに分けます。 

この国保連が点検した「審査資料情報」が市町村に送信されて、丸三日間が区市町村の審査

期間となります。区市町村は、実際より多くの金額を支払ってしまったり、不正な請求に対し

て支払いを行わないように事業所の請求情報が過剰又は過少ではないか等を審査します。警

告・エラー一覧表の確認を行い、警告のまま通して支払いを行うのか、返戻にするのかを判断

します。明細書がエラーとなっている場合は、自動的に返戻となります（エラーを正常とする

ことはできません）。 

区市町村は、審査の後、警告確認及び区市町村審査の結果を国保連に報告します。 

 

⑦通知文書取得 

・ 国保連合会（電子請求受付システム）から返戻通知情報を受信（ダウンロード）します。 

⑧支払処理 

・ 区市町村の審査結果資料情報に基づき事業所等へ支払決定額通知書情報等を送信する。ま

た、支払決定額通知書に基づき、１５日（☆）に指定口座に振り込みを行います。 

☆１５日が、土曜日、日曜日、祝祭日にあたる時は、翌営業日の支払となります。 

⑨通知文書取得 

・ 国保連合会（電子請求受付システム）から支払決定額通知書情報等を受信（ダウンロード）

します。 

 

 

 

 

 

 

（３） 過誤・返戻等請求処理 

①返戻時の再請求について 

・ 事業所等は、国保連合会による点検および区市町村による審査の結果、介護給付費請

求書／訓練等給付費請求書情報等が返戻となった場合、その内容について確認を行い

ます。 

・ 請求内容の誤りによる返戻であった場合、当該明細書の修正を行い、翌月、国保連合

ダブルチェックのお願い 

請求担当者一人によるワンチェックの事業所には、請求誤りが散見されます。 

サービス提供責任者が再確認を行うなど複数の目で確認をすれば、格段に正確さが増しま

す。ダブルチェック体制の構築をお願いします。 



- 32 - 

 

会に再請求を行います。（請求明細書の誤りで返戻となり、再請求を行う場合、翌月

請求明細書に対応するサービス提実績記録票も併せて再提出する必要があります。） 

・ また、区市町村から国保連合会に送る台帳の誤りによる返戻の場合、区市町村に対し

台帳の修正を依頼し、その後、国保連合会に再請求を行います。 

 

②過誤処理について 

・ 事業所等は、請求明細書等の記載誤り等によって、実際のサービス提供実績とは異な

る金額の支払いが行われた場合、介護給付費・訓練等給付費の取下げを行います（支

払決定済みの請求のみ取り下げ可能）。取り下げを行う場合、区市町村にその旨を連

絡し過誤申立て書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区HP→暮らしのガイド→福祉→障害者→事業者の方へ→請求について（障害福祉サービス）→過

誤申立てを行う事業者の方へ 

【データ取り扱いにおける返戻と過誤の違い】 

返戻は請求内容に何らかの問題があり、差し戻す必要のあるデータであるため、システムか

らも削除されます。 

過誤の場合には、一旦請求が確定したものを後になって変更が生じた場合に、その調整とし

て処理されるものである為、対象データは消さずに残しておく必要があります。 
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（４）警告の実例と対処方法 

 主な警告コードの実例と対処方法を挙げました。以下に掲げた内容は、特に多く見られる警

告内容です。参考にしてください。 

①警告内容「サービス提供量が決定支給量を超えています。」EG27 

 

※ この例ではサービスを就労移行支援としています。 

②警告内容「契約支給量が決定支給量を超えています。」EG28 

 

※ この例ではサービスを就労移行支援としています。 
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③警告内容「算定時間数が１回当たりの最大提供量を超えています。」EG40 

 

※ この例ではサービスを居宅介護としています。 

④警告内容「 該当サービスが支給決定有効期間外の契約です。」EG61 

 

※ この例ではサービスを居宅介護としています。 



- 35 - 

 

⑤警告内容「 契約内容に該当する支給決定が存在しません。」EG63 

 

 

 

 

 

⑥警告内容「サービス開始年月日がサービス提供年月より以降です。」EL03   

 

※ この例ではサービスを居宅介護としています。 
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⑦警告内容「請求サービスコードに対する契約情報が存在しません。」EE26  

 

※ この例ではサービスを居宅介護としています。 

 

⑧警告内容「日数情報の利用日数がサービス利用日数を超過しています。」EJ29  

 

※ この例ではサービスを居宅介護としています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区 

 障害福祉サービス（訪問系）請求の手引き 

平成２５年１１月版 

江戸川区福祉部障害者福祉課庶務係 

〒１３２－８５０１ 

江戸川区中央１－４－１ 

 電話０３－５６６２－００５４ 

FAX ０３－３６５６－５８７４ 



 

施設調整係（指導担当）からのお願い 

 

請求担当者の方へ 

 

 障害者が安心して生活していくためには、サービスの担い手である各

事業所の皆様が適切な運営・請求を行い、安定的に経営を続けていくこ

とが不可欠です。 

 各事業所の皆様には、適切な支援と運営に向けて日々努力を重ねてい

ただき感謝申し上げます。 

私たち区職員は、事業所の皆さんが熱心に支援されているという評判

を耳にするたびに、頼もしく思っているところです。 
 

 しかしながら、残念な事案も江戸川区内でありました。平成 24 年度

には、不正や不適切な請求であることを理由に約 560万円の返還が行わ

れました。（最大、一事業所で約 430万円の返還。） 

 管理者、サービス提供責任者と連携し、実際のサービスに即した請求

を心がけるようにお願いします。 
 

介護給付費・訓練等給付費の請求は、単なる足し算引き算の計算では

ありません。実際の支援内容を、各種法令・事務処理要領などに定めら

れた報酬算定の要件とルールに照らして合致する内容を請求するもの

です。 

この手引きは、各種のルールと手続き方法を理解していただくために

まとめたものです。ご自身の事業所の事務がこの手引きに反していない

か確認した上で、繰り返し活用することを通じて、適切な請求事務に役

立ててください。 

 

平成 25 年 11 月                   

江戸川区 福祉部 障害者福祉課    

施設調整係（指導担当） 


